
別紙１

１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日

四万十市（西土佐） 江川崎地区①
（方の川・西ヶ方・下方・館・用井）

令和4年3月31日 令和6年3月31日

①地区内の耕地面積 57.0ｈａ

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 31.3ｈａ

③地区内における70 才以上の農業者の耕作面積の合計 20.3ｈａ

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 6.6ｈａ

注２：「中心経営体」には、認定農業者、認定新規就農者、経営所得安定対策の対象となる法人化や農地の利用集積
　　を行うことが確実と市町村が判断する集落営農及び市町村の基本構想に示す目標とする所得水準を達成している
　　経営体等が位置付けられます。

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 0.6ｈａ

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 0.3ｈａ

（備考）

注１：③の「〇才以上」には、地域の実情に応じて、５～10年後の農地利用を議論する上で適切な年齢を記載します。
注２：④の面積は、下記の「（参考）中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」
　　　欄の「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。
注３：アンケート等により、農地中間管理機構の活用や基盤整備の実施、作物生産や鳥獣被害防止対策、災害対策
　　　等に関する意向を把握した場合には、備考欄に地区の現状に関するデータとして記載してください。
注４：プランには、話合いに活用した地図を添付してください。

　中山間地域に位置し、西土佐地域の中心市街地を含む。このため他地区と比較して人口は多いが、農業従事
者は少なく、また平地も少ないため全体的に狭い農地が点在しており、基盤整備も一部にとどまっている。
　各々で水稲や様々な高収益作物（小ナス・イチゴ等）、果樹（ユズ・栗）を栽培しており、中山間地域等直接支払
交付金や、多面的機能支払い交付金を活用するとともに、集落営農組織の作業受託により農地を維持している
が、耕作しづらく、生産性の低い谷あいの畑地等は、徐々に放棄地が広がりつつある。
　高齢化は主要な経営体で進行しており、後継者は一定確保できているものの、今後5年は現状維持できるが、
10年後は厳しくなってくると予想される。鳥獣防護柵等の設置は地域により異なるが、おおむね完了している。た
だし老朽化が目立つようになってきており、今後修繕が増加する見込み。近年はサルの被害も大きくなりつつあ
る。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　農地利用は、当面は中心経営体である２つの集落営農組織や認定農業者等８経営体が担うが、今後は担い手
が不足するため、入作を希望する認定農業者や認定新規就農者の受入れを促進することにより対応していく。ま
た他の集落営農組織や中山間地域等直接支払制度の集落協定と連携し、広域化を図る。

注１：中心経営体への農地の集約化に関する将来方針は、対象地区を原則として集落ごとに細分化して作成すること
　　を想定していますが、その「集落」の範囲は、地域の実情に応じて柔軟に設定してください。



４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

（企業参入）
　地域外の企業に地域の魅力をPRし、レクリエーション、研修等に来てもらうことで交流人口を増やし、定住者の
確保や企業参入の足がかりとする。

（集積農地の整備）
　中心経営体へ集積する農地については、生産性・利便性の良いものを選別し、各種整備・交付金事業を活用し
て水路や圃場を整備・修繕し、優先的に維持していくとともに、手間のかからない果樹等への転換を行う。
　

（農地中間管理機構の活用方針）
　中心経営体が病気や怪我等の事情で営農の継続が困難になった場合には、農地バンクの機能を活用し、農地
の一時保全管理や新たな受け手への付け替えを進めることができるよう、機構を通じて中心経営体への貸付け
を進めていく。

（新規・特産化作物の導入方針）
　水稲については、田の立地条件や生産性に応じ主食用米と飼料用米を栽培し、狭小地や不整形等条件の悪い
圃場については、より収益性が高く、収穫期の重ならない果樹（ユズ、栗）や高収益作物に転換し、効率的な生産
に取り組む。

（鳥獣被害防止対策の取組方針）
　各地域による鳥獣害対策の集落点検マップ（侵入防止柵や檻の設置状況、放置果樹や目撃・被害発生場所等）
づくりや捕獲体制の構築等に取り組む。特にサルについては、猟友会や高知県等関係機関と連携し、専用わな
の設置やパトロールの強化を行う。

（災害対策への取組方針）
　市やＪＡ等と連携し、水害、寒乾害、高温害等の被害防止のため、気象情報を共有し、被害発生の抑止に努め
る。

（灌漑用水の確保への取り組み方針）
　特に西ヶ方地域では、かつては灌漑用水を共同のポンプにより確保していたが、故障し各自で谷川から揚水をく
み上げているため、補助制度等を活用しこれを更新するとともに、同時に水路網を見直し、水田管理の省力化と、
安定した揚水の確保に取り組む。

（スマート農業の導入方針）
　集落営農組織にて自動散布型のドローンや、自走型草刈機等を各種補助事業やモデル事業を導入して共同購
入し、作業の効率化と負担軽減、作業安全性を向上させ、担い手の確保と合理的な農作業の確立を図る。


